
 

後期基本計画素案 
【基本目標１（基本施策１～３）】 

＊追加部分に網掛けをしてあります。 

資料４－３－１ 



後期基本計画素案 

主担当部 福祉保健部 主担当課 健康推進課 

関連課  

１ 健康づくりの推進 

施策１ 健康づくりの支援 
 

（１）現状と課題 

自らの健康に関心を持つ市民が増え、健康づくりの意識は高まっています。しかし、健診

受診後の保健指導の受診率が低い、がん検診受診率が東京都の平均と比較して低いなど、行

動としての健康づくりにつながっていない部分も見えており、市民の健康に対する取り組み

の見える化と、それらに伴う適切な支援が必要です。また、子どもの頃からの生活習慣づく

りや、定年退職後の健康づくりなど、年代別の生活状況に合った取組の強化に対する社会的

な要請が高まっているとともに、こころの健康に対する支援など、新たな課題も顕在化して

います。また、市民が健康で質の高い生活を送るうえで口腔の健康が重要な役割を果たして

いることは明らかではありますが、その認識が広く市民に浸透しているとは言いがたく、ラ

イフステージに応じた口腔保健の推進が求められています。 

これらの市の健康施策に関する課題や多様化するニーズに対してきめ細かに対応するため、

分野を超えた政策連携や市民・地域・企業などの健康づくりに関わる多様な主体との連携を

進めていく必要があります。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ソーシャルキャピタル（社会関係資本）は、人と人の絆や地域のつながりにより強化される「信

頼」「規範」「ネットワーク」などの社会的仕組みを指す概念です。 

生活習慣病の予防、口腔保健の推進、こころの健康づくりなど健康に関する正しい知

識の普及が図られ、ライフステージに沿った健康づくりの啓発や支援を地域全体で行う

ことにより、「自らの健康は自らがつくり守る」という認識が高まっています。また、心

身に障害や健康上の課題を抱えていても生活の質が高く、いきいきと暮らしています。 

市民の健康づくりにつながる、人と人の絆や地域のつながりがもたらす力といったソ

ーシャルキャピタル＊が醸成されるように、市民相互のつながりを深められる取組を推進

します。 



後期基本計画素案 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

健診受診後

の保健指導

の応募率 

（％） 

特定健診、成人健診尾保

健指導対象者のうち受講

を希望する人の平均で

す。健診の結果に基づき

必要に応じて専門スタッ

フによる保健指導を受け

る市民の増加を目指しま

す。 

特定健診 

２７．９％ 

成人健診 

２５．８％ 

⇒平均２６．

９％ 

（H２３年度） 

３０．０％ 

特定健診 

３０．１％ 

成人健診 

２９．８％ 

⇒平均３０．

０％ 

（H２６年度） 

３８．０％  

健康づくり

の地域活動

に参加した

ことがある

市民の割合

（％） 

地域で開催されている健

康づくり活動に参加した、

あるいは自ら健康づくり

活動を主催している人の

割合(％) 

増加を目指します。 

― ― ４０．０％ ５０．０％  

 

 

（４）施策の方向性 

・市民が、生涯にわたって自分や家族の心身の健康を維持・増進していくことの大切さを認

識し、子どもから大人までそれぞれの状況に合った食育の推進による健康的な食生活及び

健康づくりを主体的に取組めるよう、それぞれのライフステージに合った啓発や情報提供

や多様な健康づくりの機会の充実を、分野を超えた政策連携や市民・地域・企業などの多

様な主体の活動を支援することで実現します。また、市民の心の健康づくりに取り組み、

市民の心身の健康維持を図ります。 



後期基本計画素案 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

健康管理支援事業 ・生活習慣病の予防、健康増進、健康に関する知識の普及などを目的に講座を実

施します。 

・健康に関する個別の相談に常時応じられるように、保健師などの専門職を配置

して、面接・電話による相談に応じます。 

・講演会や元気いっぱいサポーターの取組を通して、健康ふちゅう２１を推進し

ます。 

・市民のライフステージに応じた健康づくりを推進するため、健康に関する情報

の発信方法の多様化や、学校、市内企業、各種団体などの地域主体による健康

づくりの啓発活動を支援します。 

自殺対策事業 ・自殺対策基本法に基づいて策定した本市の自殺対策計画に則り、市の実情に合

った対策を関係機関と連携しながら実施します。 

・実情に合った支援体制を学校教育、青少年育成等の施策と連携しながら構築し

ます。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・地域による主体的な健康づくり活動や健康づくりに関わるコミュニティビジネスを推進

する。 

・健康にかかる地域ネットワークの構築を推進する。 

・体の健康とともに、こころの健康についても意識を向ける。 



後期基本計画素案 

主担当部 福祉保健部 主担当課 健康推進課 

関連課 子育て支援課、保育支援課 

１ 健康づくりの推進 

施策２ 母子保健の充実 
 

（１）現状と課題 

母子の健康管理と乳幼児の健全育成のため、乳幼児の各種健診事業や訪問、相談、各種教

室などによる保健指導や定期予防接種を実施していますが、望まない妊娠、身近な相談相手

や協力者の不在、育児の不安など、妊娠期から支援を要する母子が増えています。子どもの

健全な成長発達を促すことや、児童虐待防止の観点からも、支援を要する妊婦を早期に把握

し、妊娠期から子育て期まで継続的な支援につなげる体制の充実が求められています。 

支援にあたっては、全ての子育て家庭に適切な情報提供を行うこと、関係機関が連携して

対応することが重要です。更に母子保健事業の推進にあたって、子育て経験のあるボランテ

ィアの協力を得るなどの取り組みを充実させることが課題です。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

乳幼児健診

の 受 診 率

（％） 

市が実施する３～４か月

児健診、１歳６か月児健

診、３歳児健診の受診率

の平均値。増加を目指し

ます。 

９５．８％ 

（Ｈ２３年度） 
１００．０％ ９６．５％ 

１００．

０％ 
 

定期予防接

種の接種率

（％） 

予防接種法に基づく乳幼

児の定期予防接種の平

均接種率。増加を目指し

ます。 

８６．２％ 

（Ｈ２３年度） 
９５．０％ ９２．２％ ９５．０％  

新生児訪問

の実施率 

市が実施する新生児訪

問の対象者に対する訪問

実施率。増加を目指しま

す。 

― ― ８６．１％ ９９％ 〇 

 

 

 

 

妊娠期からの継続的な支援により、安心して出産･育児に臨むことができます。 

出産後は、母子の保健指導や健康診査を通じて、母子ともに健康が保持増進されるとと

もに、育児にいきいきと取り組み、乳幼児が心身ともに健やかに育っています。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・子どもの健全育成に大きく影響を与える母親の健康支援や、子どもに対する健診事業や予

防接種事業等が円滑に行われるよう、協力医療機関や保健所等の関係機関との連携強化と

充実を図ります。 

・母子保健衛生や子育てに関する情報発信や男性も参加できる講座の実施などにより、父親

も母親も安心して育児に取り組めるよう支援します。 

・妊娠期から子育て期まで継続的に支援する体制の充実を図ります。 

・乳幼児の発達を支援する体制の充実を図ると共に、関係機関や専門機関との連携をより推

進します。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

母子健康づくり支

援事業 

・乳幼児の適切な時期に各種健診を行い、発育と発達、疾病の早期発見と早期治

療につなげ、保健指導を行います。 

・妊婦健康診査の公費負担により、妊娠期の健康管理の充実を図ります。 

乳幼児予防接種事

業 

・感染の恐れのある病気の発生及びまん延を予防するため、各種予防接種を実施

します。 

利用者支援事業 ・妊娠届出をした妊婦に保健師等が面接を行い、子育て家庭の個別ニーズを把握

した上で、妊娠期から子育て期に渡る切れ目のない情報提供、相談支援を行い

ます。 

・地域の関係機関とのネットワークを充実させ、支援プランを作成します。 

乳幼児発達支援事

業 

・乳幼児健診において発達面で支援が必要とされた親子を対象として、子どもの

発達と親子の関わりを支援する講座を実施します。 

・育児に不安を感じている保護者を対象としたグループ事業の充実を図ります。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・地域ぐるみで子育て中の家庭を支援する。 

・母子保健に関する意識を高め、育児不安など相談しやすい環境をはぐくむ。 

・子育て経験を生かし、子育て支援ボランティアに積極的に参加する。 

 



後期基本計画素案 

主担当部 福祉保健部 主担当課 健康推進課 

関連課 保険年金課 

１ 健康づくりの推進 

施策３ 疾病予防対策の充実 
 

（１）現状と課題 

市では、国民健康保険加入者が受診する特定健康診査、後期高齢者医療健康診査のほか、

成人健康診査、若年層健康診査を実施していますが、健診の種類によっては健診受診率は低

く、疾病の予防対策としての効果を期待するのは難しいのが現状です。また、がん検診の受

診率は東京都の平均受診率と比較すると低いことから、早期発見・早期治療の重要性をさら

に周知していく必要があります。 

また、新型インフルエンザ等の新興感染症の予防について体制を整備する必要があります。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

定期健（検）

診 受 診 率

（％） 

特定健診、後期高齢者医

療健診、成人健診、若年

層健診など、市が実施す

る健診を受ける人の割

合。受診率増加を目指し

ます。 

２５．６％ 

（Ｈ２３年度） 
２８．０％ 

２８．７％ 

（H２７年度） 
３０．０％  

がん検診受

診率（％） 

市が実施するがん検診を

受診した市民の割合で

す。受診率の増加を目指

します。 

（根拠法に基づいて実施

している、胃・肺・大腸・子

宮・乳がん検診の受診率

の平均） 

７．４％ 

（Ｈ２３年度） 
１５．０％ 

１０．１３％

（H２７年度） 
１８．５％  

成人歯科健

康診査受診

率（％） 

健康増進法に基づく年齢

（年度末年齢 40,50,60,70

歳）の受診率増加を目指

します。 

- - 
１４．２％ 

（H２７年度） 
１５．５％  

各種健（検）診事業を通して、生活習慣病やがんをはじめとした疾患などの早期発見

の機会が提供され、結果に応じて医療機関への受診をはじめとした必要な保健指導が行

われています。 

国や都と連携し、新興感染症の予防体制を整備するとともに、市民に対する適切な情

報発信が行われています。 

また、市民一人ひとりが健康管理に関する正しい知識や、自身の健康状態を把握し、

自分らしい充実した生活を行っています。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・健診事業・がん検診事業については、その効果や重要性が広く認められており、定期的な

受診に結び付けていくため、今後さらに周知に努めます。 

・医療機関や検査機関などの協力の下、実施体制を充実し、事業の質の向上や維持に努める

とともに、より多くの市民に受診機会を提供します。 

・がん検診の受診率向上のため、申込み方法の改良や情報提供の充実を図り、受診環境の整

備を目指します。 

・新興感染症の各種行動計画を必要に応じて見直すとともに、発生時を想定した訓練を実施

するなど、必要な体制整備を行います。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

健康診査事業 ・生活習慣病の予防のため、成人健康診査や若年層健康診査などを実施します。 

各種疾病検診事業 ・健康増進法に基づき、胃・肺・大腸・乳・子宮がん検診を実施します。 

歯科健診事業 ・成人歯科健康診査（歯周病検診を含む）を実施し、歯の喪失の防止、歯と口腔

の機能の保持に努めます。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・定期的な健（検）診受診が重要であることを認識し、健康応援ガイドなどを活用して自

らの受診スケジュールを管理できるようになる。 

・災害、新興感染症発生を想定した訓練を、市民及び医師会等の関係機関の協力を得て実

施する。 



後期基本計画素案 

主担当部 福祉保健部 主担当課 健康推進課 

関連課  

１ 健康づくりの推進 

施策４ 地域医療体制の整備 
 

（１）現状と課題 

一般医療機関の休診時の応急医療機関としての休日・夜間診療の重要性は高く、また、「か

かりつけ」医療機関・歯科医療機関、「かかりつけ」薬局＊１の定着を促進するため、市内医

療機関等に関する情報提供を充実させる必要があります。 

高齢化率の進展とともに、在宅療養を取り巻く環境整備が求められています。 

また、災害発生時に適切な医療サービスを提供するため、市内だけでなく、二次医療圏＊２

内においても関係機関との人的支援・物的支援に係る協力・連携体制の強化を図っていく必

要があります。 

※１ 「かかりつけ」薬局とは、複数の医療機関から薬の処方を受ける場合に、1か所の調剤薬局

で、全ての処方薬をもらうことを推奨する際の呼び名です。 

※２ 二次医療圏は医療法30条に基づき、一般的な医療サービスの確保を都道府県が計画的に図

るための単位として定められています。東京都では、都保健所の管轄地域を二次医療圏とし、府

中市は、武蔵野市、三鷹市、調布市、小金井市、狛江市とともに東京都北多摩南部医療圏に属し

ています。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

安心して医

療を受ける

ことができ

ると感じて

いる市民の

割合（％） 

市民意識調査結果で把

握した数値です。増加を

目指します。 

４２．７％ 

（Ｈ２３年度） 
４５．０％ 

７３．０％ 

（H２７年度） 
６５．０％  

保健センタ

ー で の 休

日・夜間診

療の実施体

制（％） 

医師会などの協力の下、

休日・夜間の診療を行っ

ています。現状の体制を

維持します。 

１００．０％ 

（Ｈ２３年度） 
１００．０％ 

１００ ．０％

（H２７年度） 
１００．０％  

 

市民は、「かかりつけ」医療機関・歯科医療機関・薬局を持つとともに、休日・夜間や災

害発生時などにおいても適切な医療サービスを受けることができる環境が整っています。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・市内医療機関等に関する所在地や診療科目、診療時間等に関する情報提供を充実させ、「か

かりつけ」医療機関・歯科医療機関・薬局の定着促進を図ります。 

・国や都道府県の下で、医師会等と連携しながら、在宅療養や退院時等の取り組みを充実し、

市民に意識啓発すると共に、医療・介護連携の仕組みづくりを推進します。 

・休日・夜間や災害発生時などにおいて、適切な医療サービスを提供することができるよう、

関係機関との人的支援・物的支援に係る協力・連携体制の強化を図ります。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

休日・夜間診療事業 ・保健センターで休日・夜間診療を実施します。 

災害時医療体制等

の整備 

・災害時の市内の医療体制を防災担当課及び関係機関との連携のもとに整備しま

す。 

・国の広域災害救急医療情報システムを活用した災害発生時の情報収集、情報発

信体制を強化します。 

・助産師会との協定により、災害時の母子支援体制を強化します。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

 

 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・「かかりつけ」医療機関・歯科医療機関・薬局と、災害時に備えた常備薬のストックの

相談や、いざというときのための健康管理などについて相談し、備蓄等の対応をする。 

・災害時の母子支援体制の強化にあたり、市民の意見を取り入れた検討を行う。 



後期基本計画素案 

主担当部 生活環境部 主担当課 住宅勤労課 

関連課  

１ 健康づくりの推進 

施策５ 保養機会の提供 
 

（１）現状と課題 

姉妹都市である佐久穂町に市民と姉妹都市及び友好都市の住民の保養の場として、市民保

養所「やちほ」を設置し指定管理者制度により管理運営をしています。なお、平成２６年度に

大規模改修を実施し、より快適に保養できる施設としましたが、さらに多くの方に利用いただ

けるよう、効果的なＰＲや利用者のニーズにきめ細かく対応したサービスの提供が必要とな

っています。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

保養所の利

用率（％） 

利用人数を年間利用可

能定員数で除した数で

す。増加を目指します。 

３４．５％ 

（Ｈ２３年度） 
４３．８％ 

３３．９％ 

（Ｈ２７年度） 
４３．８％  

保養所の稼

働率（％） 

利用部屋数を年間利用

可能部屋数で除した数で

す。増加を目指します。 

４１．２％ 

（Ｈ２３年度） 
４６．５％ 

４１．５％ 

（Ｈ２７年度） 
４６．５％  

 

 

   

魅力ある市民保養所の運営に努め、市民に休養の場を提供することにより、心身のリフ

レッシュや健康増進が図られています。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・市民保養所「やちほ」の効果的な運営と利用者へのサービス向上を図ります。また、佐

久穂町と協働して、地域の特性を活かした自主事業の実施や積極的なＰＲ活動を展開す

ることで、利用者の拡大を図ります。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

やちほ管理運営事

業※ 

・市民保養所「やちほ」の効果的な運営と利用者へのサービス向上を図っていき

ます。また、指定管理者に対して、市民サービスの提供や事業展開、施設の適

正な管理について確認・指導を行っていきます。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ）  億円 

 

※「やちほ管理運営事業」のうち、工事等に関する部分は経常的経費とは異なるため、総事業費の算定から除いて

います。 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・保養施設を利用し、心身のリフレッシュや健康増進を図る。 



後期基本計画素案 

主担当部 子ども家庭部 主担当課 子育て支援課 

関連課 保育支援課 

２ 子育て支援 

施策６ 地域における子育て支援 
 

（１）現状と課題 

少子化や核家族化の進行や地域社会の変化など、子ども・子育てを取り巻く環境が大

きく変化する中で、家庭や地域における子育て機能の低下等に対応するため、在宅で子

育てをする家庭を対象に、子ども家庭支援センターや各保育所等では、子育てひろばや園庭

開放などの親子交流活動や子育て相談事業を実施し、子育て中の保護者の孤立化の防止や育

児に係る負担感の軽減を図っています。また、市の保育士やボランティアが実施する子育て

ひろばとして、文化センター等の施設を活用し、身近な地域で親子が気軽に集い、交流でき

る場を提供しているほか、子育てひろば活動を実施する団体への活動の支援や子育てに関す

る講座・イベント等を実施しています。 

地域の様々な人材や団体、施設などの社会資源との連携や協働を図り、地域全体で子ども・

子育てを支える環境づくりを進めるとともに、その取組がより効果的・効率的に機能してい

くよう、地域における子育て支援体制を再構築することが必要となっています。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

子育てひろ

ば事業実施

箇所数（か

所） 

子育てひろば事業の実施

箇所数です。増加を目指

します。 

― ― 
１１か所 

（Ｈ２７年度） 
１６か所 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

身近なコミュニケーションの場において地域と子育て家庭が日常的にふれあうことによ

り、地域全体で子ども・子育てを支えていく意識が形成されています。親子が孤立化する

ことなく、安心して出産し、子育てできる環境が地域に整っています。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

 

・地域の様々な人材や団体、施設などの社会資源との更なる連携や協働を図りながら子育て

ひろば事業等を実施し、気軽に親子が交流できる機会を提供します。また、子育てひろば

等において子育てに関する講座やイベントを実施し、地域で子ども・子育てを支えていく

意識を醸成するための取組を進めます。 

・「今後の保育行政のあり方に関する基本方針」に基づく６エリア構想の下、市立保育所（基

幹保育所）を各エリアの拠点として、地域の子育て支援機能の充実を図ります。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

子育てひろば等活

動事業 

・子ども家庭支援センター等での子育てひろば事業や、市民のボランティアによ

る子育てひろば事業等について、市立保育所（基幹保育所）の地域子育て支援

機能充実の動向と歩調を合わせて市全体の提供体制のバランスに配慮して実施

します。 

・子育てひろば等において様々な人材・団体と連携して講座やイベント等を実施

し、地域で子ども・子育てを支えていく意識を醸成します。 

地域子育て支援事

業 

・市の保育士への相談や保護者同士の情報交換、親子の交流ができる場を提供す

るひろば事業を実施します。 

・市立保育所（基幹保育所）を各エリアの拠点として、アウトリーチ型の事業展

開も含め、地域の子育て支援機能の充実を図ります。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・子育てしやすい地域環境を作るために、親子で交流できる子育てひろば事業等に積極的

に参加するなど、市民同士で交流することで、地域のつながりを強める。 

・地域全体で子ども・子育てを支えていくという意識を持って、地域で子育て支援に関わ

っていく。 

・市・事業者・家庭等でワーク・ライフ・バランスの意識を醸成し、安心して子どもを産

み育てられる環境を整える。 



後期基本計画素案 

主担当部 子ども家庭部 主担当課 子育て支援課 

関連課 保育支援課・健康推進課 

２ 子育て支援 

施策７ 子育て家庭の育児不安の解消 
 

（１）現状と課題 

出産や子育ての支援に関する情報については、妊娠期から様々な機会を捉え、子育てサイ

トやメール配信、子育て情報誌などの多様な媒体を活用して提供し子育て世代の情報格差の

解消を図っています。また、子育て家庭の孤立化や育児不安が児童虐待の一因といわれ、複

数の問題を抱える家庭や子育てに関する相談が年々増加している状況に対応するため、子ど

も家庭支援センター「たっち」で相談員が面談等により子育ての相談に対応しています。 

保護者が一人で悩みや不安を抱え込むことがないよう、また支援が必要な家庭へ早期に支

援の手が届くよう、子育てに関する情報入手や相談をより身近な地域で気軽にできる環境づ

くりを進めるとともに、関係機関が連携し、妊娠期から子育て期まで包括的・継続的な支援

を行う体制の充実が必要です。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

 

 

身近な地域で子育てに関する情報の入手や相談がしやすい環境が整備されることによ

り、子育て中の保護者や妊婦の抱える子育てへの不安や精神的な不安が緩和・解消される

とともに、児童虐待が予防され、その重篤化が未然に防がれています。 



後期基本計画素案 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

児童虐待に

より入院及

び死亡した

件数（件） 

児童虐待により、入院や

死亡した件数です。児童

虐待の重大事案の発生

は未然に防止しなければ

ならないものなので、０件

を維持します。 

０件 

（Ｈ２３年度） 
０件 

０件 

（Ｈ２７年度） 
０  

市民に対す

る児童虐待

防 止 の 普

及・啓発活

動を行った

回数（回） 

児童虐待を防止するた

め、市民に対して普及・啓

発活動を行った回数で

す。定期的かつ継続的に

活動を行い、関係機関や

市民の意識を高めていく

必要があるため、現状値

の４件を維持しつつ、必

要に応じて活動回数を増

加します。 

１回 

（Ｈ２３年度） 
２回 

４回 

（Ｈ２７年度） 
４回  

産前産後家

庭サポート

事業の新規

登録世帯数

（世帯） 

妊娠中や出産後に支援

が必要な家庭に援助員を

派遣する産前産後家庭

サポート事業の新規登録

世帯数です。増加を目指

します。 

― ― 
２２４世帯 

（Ｈ２７年度） 
２６０世帯 ○ 

安心して出

産し、子育

てできると

感じている

市民の割合

（％） 

市民意識調査の結果で

す。増加を目指します。 

４１．１％ 

（Ｈ２３年度） 
５０％以上 

５０．３％ 

（Ｈ２７年度） 

現状値 

以上 
○ 

 

（４）施策の方向性 

・子育てサイトやメール配信、子育て情報誌などの多様な媒体を活用し、子育てに関する情報

提供を行います。 

・子ども家庭支援センターでは、気軽に子育ての相談ができる場所を設け、引き続き育児不

安の解消に努めるとともに、関係機関との連携をさらに深め、支援が必要な家庭に対して

きめ細やかな支援を行っていくことで、児童虐待の未然防止、早期発見、早期対応、重篤

化の防止を図ります。 

・複数の問題を抱える家庭や児童虐待の困難事例等の増加に対応するため、関係機関との連

携及び、研修参加等による職員の専門性を強化し、相談体制の充実を図ります。 

・子育てに関する情報提供や子育て支援事業の利用に係る相談・支援等を身近な地域におい

て行う利用者支援事業を拡充するとともに、子ども家庭支援センターや市立保育所（基幹

保育所）、保健センター等を拠点とした地域連携機能を強化することにより、妊娠期から子

育て期まで包括的・継続的に支援する体制の充実を図ります。 

 



後期基本計画素案 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

児童虐待防止事業 ・子育てに関わる関係機関との連携をさらに深め、児童虐待の未然防止、早期発

見、早期対応、重篤化の防止を図ります。また、児童虐待防止に関する普及啓

発への取組を進めます。 

育児不安解消支援

事業 

・子育てに悩む家庭や、出産前後で家事や育児の支援が必要な家庭への訪問サー

ビス、子育てに関する情報の提供やプログラムの実施など、きめ細やかな支援

により育児不安の解消を図ります。 

子どもと家庭の総

合相談事業 

・子ども家庭支援センターでの子どもと家庭の総合相談を継続して実施します。 

利用者支援事業 ・子育て家庭が各種子育て支援事業を円滑に利用 

できるよう、情報の収集・提供や利用に係る相談・支援等を行う利用者支援事

業について、機能の充実と実施箇所数増に向けた取組みを進めます。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

  

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・責任ある大人として一人ひとりの子どもを愛情を持って見守る。 

・身近な地域で積極的に情報を収集し、また親同士での情報交換を行うなど、子育てに関

する情報へのアンテナを張る。 

・市・地域のＮＰＯ法人・子育て経験者等が協働で、育児不安を解消するための相談・訪

問事業等を行う。 



後期基本計画素案 

主担当部 子ども家庭部 主担当課 子育て支援課 

関連課  

２ 子育て支援 

施策８ 子育て家庭の経済的負担の軽減 
 

（１）現状と課題 

若い世代において理想の数だけ子どもが持てない状況があり、子育てにかかる経済的負担が

その大きな理由とされるなかで、子育てにかかる多大な費用の軽減を図るため、現在、児童手

当は中学校３年生までの児童※がいる家庭を対象として支給しています。なお、児童手当は所

得制限がありますが、その制限を超えている家庭も対象として支給しています。また、児童へ

の医療費助成制度においては、保護者の所得に関係なく、中学校３年生までの児童を対象に助

成を行っています。 

なお、今後も引き続き国や都の動向に注視し、情報を収集しながら、適切に対応すること

が必要です。 

※「中学校３年生までの児童」とは、１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの児童としています。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

府中市の合

計特殊出生

率 

（人口動態

統計） 

人口統計上の指標で、一

人の女性が一生に産む

子どもの平均数を示しま

す。増加を目指します。 

１．３５ 

（Ｈ２３年） 
増加 

１．３６ 

（Ｈ２７年） 
増加 ○ 

 

 

子育て中の家庭に対し、手当の支給や医療費を助成することで、経済的負担が軽減され、

市民が安心して出産し、子育てできる環境となっています。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・児童手当の支給及び医療費の助成を引き続き行い、子育て中の家庭に対し、経済的な支援

を行います。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

児童手当支給事業 ・国の動向に注視しつつ、適正に児童手当を支給します。 

子育て家庭医療費

等助成事業 

・引き続き義務教育修了前の児童について、保険診療の自己負担分を助成します。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・市の取組に関心を持ち、国や都の子育て支援施策の見直し等の変更があった場合には、

適切に対応する。 

・適正な医療機関の受診に努める。 

・地域における子育て世帯の見守りを図るため、民生委員・児童委員との連携を深め、経

済的支援が必要な家庭について情報を把握する。 



後期基本計画素案 

主担当部 子ども家庭部 主担当課 子育て支援課 

関連課  

２ 子育て支援 

施策９ ひとり親家庭への支援 
 

（１）現状と課題 

離婚の増加などの様々な要因により、ひとり親の世帯数は増加傾向にあります。ひとり親

家庭の生活として子育て、住まい、仕事、経済状況などをどのように設計するかが課題とな

ります。また、相談できる親族や友人からのサポートを得ることで心身の健康を保つことが

大切となります。また、市民意向調査の結果からは、ひとり親家庭の４割以上がパート・ア

ルバイト雇用などの非正規の仕事に就いていることが分かります。 

ひとり親家庭の親が経済的に自立し、安心した生活が送れるようにするためには、相談窓

口や経済的自立に向けた各種支援制度の周知を図り、ハローワークとの連携などにより、資

格の取得を含めた就業支援を推進し、安定した収入と就業の継続を維持する必要があります。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 
 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

ひとり親家

庭ホームヘ

ルプサービ

スの登録世

帯数（世帯） 

ひとり親家庭への日常生

活の世話等必要なサービ

スを行うホームヘルパー

の派遣を希望する登録世

帯数です。増加を目指し

ます。 

８７世帯 

（Ｈ２３年度） 
１０５世帯 

８５世帯 

（Ｈ２７年度） 
１０５世帯  

児童扶養手

当受給者の

うち就労し

ている世帯

の割合（％） 

児童扶養手当受給者のう

ち就労に関する証明を出

した世帯の割合です。ひ

とり親家庭への自立へ向

けた支援が充実すれば、

就労する受給者の割合

が増えることになります。

増加を目指します。 

７９．８％ 

（Ｈ２３年度） 
８０．０％ 

８６．０％ 

（Ｈ２７年度） 
９０．０％  

ひとり親家

庭自立支援

事業の対象

者数（人） 

ひとり親家庭の親を対象

とした資格取得の支援や

就労支援の各種事業を

利用した人数です。就労・

自立につながるひとり親

家庭が増えることになり

ます。増加を目指します。 

－ － 
１７人 

（H２７年度） 
２３人  

ひとり親家庭が、個々の実情に即した各種手当や相談、ホームヘルプなどのサービスを

活用しながら生活力を向上し、安定した就労と収入により、経済的・精神的に自立した生

活を営んでいます。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・ひとり親家庭に各種手当の支給及び医療費の助成を行い、経済的負担の軽減を行います。 

・就業につながる資格取得のための支援やハローワークと連携した就業支援を行い、経済的

な自立を促すほか、日常生活を営むのに支障があるひとり親家庭にホームヘルパーを派遣

し、安定した生活が維持できるよう支援します。 

・ひとり親家庭からの様々な相談に応じ、経済的・精神的に自立した生活を送ることができ

るよう、各種情報提供を行います。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

ひとり親家庭対象

手当支給・医療費助

成事業 

・国・都の動向を注視しつつ、適正に手当の支給及び医療費の助成を行います。 

ひとり親家庭自立

支援事業 

・ひとり親家庭に対して、資格取得の支援や就業支援、ホームヘルパーの派遣等

の自立に向けた支援を行います。 

ひとり親家庭自立

支援相談 

・ひとり親家庭からの相談に応じ必要な情報提供や支援を行い、自立を促します。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

 

 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・市の取組に関心を持ち、相談窓口を利用するなど情報収集に努める。 

・講習会やセミナー等に積極的に参加する。 

・自立に向けて就労意識を高める。 

・ひとり親家庭対象の手当支給や医療費助成を適正に行うため、民生委員・児童委員との

連携を深める。 



後期基本計画素案 

主担当部 子ども家庭部 主担当課 保育支援課 

関連課  

２ 子育て支援 

施策１０ 教育・保育サービスの充実 
 

（１）現状と課題 

増加する保育需要に適切に対応するため、新たな保育所・分園の開設や定員増などの取組

みを積極的に進めてきましたが、女性の就労意向の変化や転入者の増加等による保育需要の

増加により、待機児童を解消するに至っていません。また、一時預かり・定期利用保育、病

児保育や教育施設における教育などの多様な教育・保育サービスが求められています。今後

は多様な施設又は事業者から質の高い教育・保育が、保護者の選択に基づき適切に提供され

るよう、市内における教育・保育の提供体制の整備を計画的に進める必要があります。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

保育所入所待

機児童数（人） 

４月１日時点において、

認可保育所の入所要

件を満たし、入所の申

込みをしているが、認

可保育所等に入所でき

ない児童の数です。待

機児童の解消を目指し

ます。 

１８２人 

（Ｈ２４年度） 
０人 

２９６人 

（Ｈ２８年度） 
０人 ◯ 

 

働きながらの子育てなど様々な家庭の事情に対して、多様な教育・保育制度が整い、子

どもを安心して生むことができ、子どもたちがいきいきと心身ともに健やかに育っていま

す。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・子育て家庭に必要保育サービスを提供するため、地域における将来的な就学前児童人口と

ニーズ量を踏まえ、既存施設の有効活用等のソフト面の手法と施設の設備等によるハード

面の手法により、保育サービス量の拡充に取り組みます。 

・私立保育園の整備を行うほか、幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持つ認定子ども園や、

少人数の３歳未満児を保育する家庭的保育事業等の地域型保育事業の整備についても検討

しながら待機児童の解消を図ります。 

・教育・保育の質を確保し、教育・保育施設等を安心して利用できる環境にするための巡回支

援や研修を実施するほか、幼・保・小の連携に向けた取組を進めます。 

・多様な主体の協力を得ながら、延長保育時間の拡大、休日保育、一時預かり・定期利用保

育、病児保育などの保育サービスの充実に努めます。 

・市立保育所が拠点となり、地域支援の仕組みづくりや保育所の役割・機能について研究し、

市民が安心して子育てできる環境づくりに努めます。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

私 立 保 育 所 等 給

付・運営支援事業 

・子ども・子育て支援新制度に基づく保育給付を適正に行います。 

・延長保育時間について利用者ニーズに対応し適切な支援を行います。 

・一時預かり・定期利用保育については市内の認可保育所等に働き掛け、実施施

設の増加を目指します。 

私 立 幼 稚 園 等 給

付・通園支援事業 

・子ども・子育て支援新制度に基づく教育給付を適正に行います。 

・国・都等の補助金を活用して、園児保護者の負担軽減を図ります。 

待機児解消事業※ ・認可保育所等の保育施設の整備を行い、待機児童の解消を図ります。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

※「待機児解消事業」は経常的経費とは異なるため、総事業費の算定から除いています。 

 

 

 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・民間活力により多様な保育サービスを提供する。 

・地域支援による見守りや子育て中の家庭を支援する。 

・地域の子育てネットワークの充実を図る。 



後期基本計画素案 

主担当部 福祉保健部 主担当課 高齢者支援課 

関連課  

３ 高齢者サービスの充実 

施策１１ 高齢者の生きがいづくりの支援 
 

（１）現状と課題 

近年の高齢者は、健康で活動的な方が多いため、多様化するライフスタイルに応じた、高

齢者が生きがいを持って活躍できる環境づくりが求められています。 

一方、地域社会のつながりが希薄化するなか、高齢者等の孤立化が憂慮されており、本市

においても、急増する高齢者単身世帯や高齢者夫婦世帯などへの支援策の構築が急務となっ

ています。 

このため、高齢者のニーズを的確に把握し、健康と生きがいづくりに資する環境整備に努

めることはもちろんですが、元気な高齢者には地域における支え合いの体制づくり、地域づ

くりを推進する中でも活躍してもらえるような取組を進める必要があります。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

老人クラブ

への加入率

（％） 

６５歳以上の老人クラブ

会員数を６５歳以上の府

中市人口で除した数で

す。現状値維持を目標と

します。 

１１．２％ 

（Ｈ２３年度） 
１１．２％ 

１１．２％ 

（Ｈ２８年度） 
１１．２％  

シルバー人

材センター

への入会率

（％） 

６５歳以上のシルバー人

材センター会員数を６５歳

以上の府中市人口で除し

た数です。現状値維持を

目標とします。 

３．０％ 

（Ｈ２３年度） 
３．０％ 

３．１％ 

（Ｈ２８年度） 
３．１％  

 

 

 

 

 

 

元気な高齢者が、それぞれ培った知識や経験、技術を活かしながら、地域の一員として

サービスやボランティア活動の担い手として活躍しています。また、これらの元気な高齢

者を中心として、地域における支え合いの体制が構築されています。 



後期基本計画素案 

（４）施策の方向性 

・高齢者の知識や経験を活かした社会参加・地域貢献活動を支援するとともに、高齢者がい

きいきと暮らせるよう、多様な価値観やライフスタイルに合わせた支援を行います。また、

地域住民が主体となった支え合いの体制づくり、地域づくりを促進するため、活躍できる

場の情報提供等の支援を行います。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

高齢者地域支え合

い推進事業 

・高齢者が要介護状態や一人暮らしになっても、在宅でいきいきと暮らせるよう、

地域における支え合いの体制を築き、地域づくりへとつなげていきます。 

老人クラブ補助事

業 

・老人クラブが行う社会奉仕活動・文化活動・健康増進活動に対して補助を行う

ことにより、高齢者の加入を促進し、もって高齢者が明るく健全な生活を送る

ことができるように支援します。 

シルバー人材セン

ター支援事業 

・シルバー人材センターが行う高齢者の就労に関する事業に対して補助を行うこ

とにより、シルバー人材センターへの加入を促進し、もって高齢者がいきいき

と働き、地域社会で活躍できる環境を整えます。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

 
市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・高齢者は、元気で活動的な生活を送れるよう、スポーツなどを通じた自主的な健康づくり、介

護予防につながるような取組を積極的に行う。 

・高齢者がいきいきと、充実した高齢期を過ごせるよう、老人クラブやシルバー人材センター等

を通じた地域貢献活動に参加する。 



後期基本計画素案 

主担当部 生活環境部 主担当課 住宅勤労課 

関連課  

３ 高齢者サービスの充実 

施策１２ 高齢者の就労支援 
 

（１）現状と課題 

高年齢者雇用安定法の改正により、年金受給開始年齢までの雇用環境の整備が図られてい

ますが、高年齢者（概ね55歳以上）の就労意欲は高く、依然として多くの高年齢者が就労を

求めています。公益財団法人府中市勤労者福祉振興公社が実施する「いきいきワーク府中」（高

年齢者無料職業紹介事業）＊ では、市内事業所から数多くの求人情報を収集し、求職者に提供

しています。今後も受け皿の確保や多様化する希望職種への対応が課題となっています。 

 

※「いきいきワーク府中」は、東京都のアクティブシニア就業支援センターとして、都内で

もトップレベルの求人数を独自に獲得しています。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

就職率（％） 

就職者数を新規求職者

数で除した数です。増加

を目指します。 

３２．０％ 

（Ｈ２３年度） 
３６．８％ 

２７．２％ 

（Ｈ２７年度） 
３６．８％  

 

 

  

働く意欲のある高年齢者が、就労相談や就労機会の提供を受け、豊富な知識と経験を活

かして、積極的に地域で活躍しています。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・高年齢者の就労支援を行っている公益財団法人府中市勤労者福祉振興公社の運営を支援す

ることにより、またハローワーク府中や東京しごとセンター等との連携を図ることにより、

就労を希望する高年齢者へのきめの細かい就労相談や多様な職種への就労を図ります。 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

補助金 はつらつ

高齢者就業機会創

出支援事業 

・高年齢者の就労支援を行っている公社の運営を支援することで、就労を希望す

る高年齢者の就労を図ります。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・多くの高年齢者が就労できるよう、企業の協力を得る。 



後期基本計画素案 

主担当部 福祉保健部 主担当課 高齢者支援課 

関連課  

３ 高齢者サービスの充実 

施策１３ 高齢者の生活支援 
 

（１）現状と課題 

地域包括支援センターを拠点とする地域包括ケアシステムの構築に向けた、行政・医療機

関・市民・関係機関・事業者・企業等の連携強化、在宅療養支援体制の整備、地域住民の主

体的なネットワークづくりや活動の支援が課題となっています。また、自治会、民生委員等

の関係機関と連携し、災害時に支援が必要な高齢者の支援体制の整備を図る必要があります。 

介護保険制度を円滑に運営することにより、在宅生活の全般を支援していますが、さらな

る福祉施策の展開のために、社会情勢や介護保険法改正の影響を勘案しつつ、制度で不足す

るサービスを補いながら、地域包括支援センターの機能を強化し、在宅生活支援の充実に努

めていくことが課題となっています。 

 

※「地域包括ケアシステム」とは、高齢者ができる限り住み慣れた地域で、安心して生活できるよう、介護、介

護予防、医療、生活支援サービスや住まいに関することなどを一体的に考え、対象者のニーズに合わせてサー

ビスを提供するための地域での体制のことです。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

 

 

 

介護や支援が必要な状態になっても、高齢者が住み慣れたまちで安心して暮らし続ける

ことができるよう、介護・医療・生活支援サービスに加え、高齢者が暮らしやすい住まい

に係るサービスが提供されるとともに、地域住民が主体的に様々なネットワークを作り、

市やＮＰＯ、事業者等とも協働した身近な地域の支え合いが行われています。 



後期基本計画素案 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

認知症サポ

ーター「ささ

え隊」養成

人数（人） 

認知症になっても安心し

て暮らせる地域づくりを推

進するため、認知症を正

しく理解し、本人と家族を

応援する認知症サポータ

ー「ささえ隊」の養成講座

の受講者数です。増加を

目指します。 

４，４２２人 

（Ｈ２３年度） 
６，４２０人 １２，６０１人 

２０，７８０

人 
 

災害時要援

護者名簿登

録指数（％） 

災害時要援護者名簿登

録者数を７５歳以上人口

で除したものです。 

数値が減少しないよう、

登録漏れをなくすよう努

めます。 

３５．６％ 

（Ｈ２３年度） 
３８．０％ ３４．７％ ３８．０％  

自立支援住

宅改修給付

件数（件） 

住宅改修などが必要と認

められる６５歳以上の方

に対して、手すりの取付

け及び浴槽などの取替え

等の改修に対し助成を行

う件数です。増加を目指

します。 

110件 

（H23年度） 
140件 106件 120件  

 

 

（４）施策の方向性 

・要介護状態にならないため、介護予防推進センターや地域包括支援センターが実施する介

護予防事業をはじめ、介護や支援が必要な状態になっても、また認知症になっても、高齢

者が住み慣れたまちで安心して暮らし続けることができるよう、介護・医療・生活支援が

連携したサービスの仕組みづくりを進めるとともに、高齢者が暮らしやすい住まいに係る

サービスが提供される支援策を展開します。 

・地域住民が主体的に多様なネットワークをつくるための支援を進め、市やＮＰＯ・ボラン

ティア団体、介護サービス事業者等とも協働した身近な地域の支え合いの仕組みと体制を

一層充実させます。 



後期基本計画素案 

 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

認知症対策事業 ・認知症になっても地域で安心して暮らせるよう、予防から早期発見、早期対応、

ケア、家族支援までの一貫した取組を進めるとともに、認知症高齢者を見守り、

支援する環境づくりなど、総合的な認知症対策の充実を図ります。 

高齢者災害時対策

事業 

・災害時要援護者名簿への登録・更新を促進し、災害時に活用できるように整備

を行います。 

在宅高齢者住環境

改善支援事業 

・住宅改修を通じて在宅での住環境の改善を支援します。 

※事業名を予算事業順に並べ替えました。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・市民は地域の住民運営の通いの場や社会活動に参加し、健康づくりや介護予防の意識を

高め、健康寿命を延ばすように努める。 

・市民、ＮＰＯ、事業者等は、配慮の必要な高齢者の見守り活動や生活支援を行い、地域

での支え合いに努める。 



後期基本計画素案 

主担当部 福祉保健部 主担当課 介護保険課 

関連課 高齢者支援課 

３ 高齢者サービスの充実 

施策１４ 介護保険制度の円滑な運営 
 

（１）現状と課題 

高齢化に伴い介護を必要とする要支援・要介護者の数が増え、介護サービスの利用量及び

給付費が急速に増大してきていることから、制度の持続可能性を確保する必要があります。

このため、財源の確保や不適切な保険給付の抑制等による介護サービスの効率化・適正化、

サービスの拡充、サービスのさらなる質の向上が課題となっています。 

 

（２）めざす姿 

 

 

 

 

（３）施策指標 

指標名 

（単位） 
指標の説明 基準値 

前期 

目標値 
現状値 

H33年度

目標値 

総合 

戦略 

前期高齢者

の要介護認

定率（％） 

６５歳から７４歳までの府

中市人口に占める要介護

（支援）認定者の割合で

す。介護予防への取組に

対する効果等により減少

を目指します。 

４．７％ 

（Ｈ２３年度） 
４．０％ 

４．７％ 

（Ｈ２７年度） 
４．０％  

介護サービ

スの周知度

（％） 

介護サービスの各内容に

ついて知っている市民の

割合です。増加を目指し

ます。 

６８．７％ 

（Ｈ２３年度） 
７５．０％ 

６２．２％ 

（Ｈ２７年度） 
７５．０％  

軽度認定者

が重度化す

る割合（％） 

更新申請の結果、前回の

介護度よりも重度化して

いる人の割合です。減少

を目指します。 

３１．１％ 

（Ｈ２３年度） 
２５．０％ 

３３．９％ 

（Ｈ２７年度） 
２５．０％  

 

 

介護や支援が必要な状態になっても、高齢者が尊厳を持って住み慣れたまちで安心して

暮らし続けることができるよう、介護サービスの充実に努めています。 



後期基本計画素案 

 

（４）施策の方向性 

・介護保険制度を将来にわたって持続可能な制度とするため、介護サービスの効率化、適正

化を図ります。 

・在宅生活を支えるための、地域に密着したサービスの整備を図るとともに、介護サービス

の質の向上を目的として、居宅介護支援事業者連絡会などとの連携に努め、適切なサービ

スが提供されるよう事業者向け研修会の実施に努めます。 

・様々な居宅サービスを利用しても在宅生活が困難な高齢者のために、施設サービス等の計

画的な整備を図りつつ、給付費の伸びに起因する介護保険料の上昇に配慮します。 

・地域住民や離職者などを活用した新たな介護人材の確保に向け、関係機関との連携を図り

ます。 
 

（５）主要な事務事業 

事 業 名 H30～H33年度の取組 

介護保険運営事業 ・国の動向を注視しながら、介護保険制度の円滑な運営を図ります。 

介護保険給付事業 ・居宅系サービス、施設系サービスの基盤整備を推進します。 

介護保険給付適正

化推進事業 

・介護サービスを必要とする人（受給者）が真に必要とするサービスを利用でき

るように、受給者及び事業者対象の相談・助言を行う体制の強化に努めます。 

４か年の総事業費（主要な事務事業のみ） ●●億円 

 

 

 市民に期待すること、協働で取り組むこと 

・市民は、介護保険の制度内容や介護方法などについての理解を深め、生活に活かす。 

・介護事業者は介護保険の事業について、法令を遵守し適切なサービスを提供する。 


